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1. 業務概要 

本業務は、旧嘉手納飛行場返還跡地内において、ドラム缶が埋設されていた場所の周辺

土壌および地中より発見されたドラム缶の付着物について、土壌等確認調査業務を実施し

たものである。 

 

(1)  業務名称 

旧嘉手納飛行場(25)土壌等確認調査 

 

(2)  業務目的 

本業務は、調査対象地において、ドラム缶が埋設されていた場所の周辺土壌および埋

設ドラム缶より付着物を採取し、土壌汚染対策法に基づく特定有害物質、油分、油臭、

油種の特定、ダイオキシン類、2,4-ｼﾞｸﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸(2,4-D)、2,4,5-ﾄﾘｸﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸

(2,4,5-T)およびポリ塩化ビフェニル(PCB)の分析、さらにドラム缶表面に記されている

文字を判読することで、地中から発見されたドラム缶内容物の確認および周辺土壌への

漏洩状況を把握することを目的とした。 

 

(3)  調査対象地 

旧嘉手納飛行場返還跡地内(図 1-1) 

 

(4)  履行期限 

自： 平成 25年 6月 29 日 

至： 平成 25年 7月 31 日 

 

(5) 発注者 

発注者： 沖縄防衛局 

所在地： 沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納 290-9 

連絡先： (098) 921-8131 (内線 371) 

 

(6) 受注者 

受注者： 一般財団法人沖縄県環境科学センター 

所在地： 沖縄県浦添市字経塚 720 番地 

連絡先： (098) 875-5208 

建設コンサルタント事業所登録 建 19第 7551 号 

計量証明事業登録 沖縄県 濃第 18 号 

土壌汚染対策法指定調査機関登録 環 2003-2-226 

管理技術者：  

担当技術者： 、  
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(7) 適用法規及び基準類 

本業務の実施にあたっては、「旧嘉手納飛行場(25)土壌等確認調査」の特記仕様書、

図面などによるほか、ＪＩＳに定める試験方法に基づき実施した。また、規格のない

ものについては、「地質調査の方法と解説（地盤工学会）」および「土質試験の方法と

解説（地盤工学会）」に準拠して実施した。 

土壌調査は監督官との協議によるほか、下記の法令および基準に準拠して実施した。 

１） 土壌汚染対策法、土壌汚染対策法施行令、土壌汚染対策法施行規則 

２） 土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改定第 2 版） 

（環境省水・大気環境局土壌環境課） 

３） 環境省の油汚染対策ガイドライン（社団法人土壌環境センター編） 

４） ダイオキシン類対策特別措置法、ダイオキシン類対策特別措置法施行令、 

ダイオキシン類対策特別措置法施行規則 

５） ダイオキシン類に係る土壌調査測定マニュアル  

（環境省水・大気環境局土壌環境課） 

６） 低濃度 PCB 含有廃棄物に関する測定方法(第 1 版) 

(平成 25 年環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部) 
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(8) 業務内容 

業務内容を表 1-1 に示す。 

業務フローを図 1-2 に、業務工程を図 1-3 に示す。 

 

表 1-1 業務内容 

項 目 規 格・寸 法 単位
設計

数量

実施

数量
備 考 

1.解析業務      

資料整理とりまとめ 分析結果の考察等 業務 - 1  

打合せ協議  業務 - 1  
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図 1-2 業務フロー 

 

図 1-3 業務工程 
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土壌等分析業務

打合せ協議
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(9) 分析再委託先 

弊社は、ダイオキシン類の分析を行っていないため、下記の理由によりダイオキシン

類等の分析を株式会社タツタ環境分析センターに再委託した。 

本業務において、ダイオキシン類の測定は、平成 25 年度の環境省が実施するダイオキ

シン類の請負調査の受注資格を有する測定機関における分析が必要であること、および

早急にドラム缶内容物を特定する必要があることから、油種の特定を含めて速やかに分

析可能な株式会社タツタ環境分析センターに測定を再委託した。 

再委託先の詳細を表 1-2 に示す。 

 

表 1-2 分析再委託先詳細 

商 号 株式会社タツタ環境分析センター 

所在地 〒901-2111 大阪府東大阪市岩田町 2丁目 3番 1 号 

連絡先 TEL:06-6725-6688 FAX:06-6721-0773 

事業登録 

計量証明事業：大阪府知事登録第 10091 号(濃度) 

特定計量証明事業：大阪府知事登録第 10325 号 

土壌汚染対策法指定調査機関：大阪府知事指定 H15-1-20 

環境省が実施するダイオキシン類の請負調査の受注資格 

：平成２４～２６年度 一般環境大気、公共水域水質、地

下水質、土壌、底質、排出ガス、排出水、焼却灰、その他

の燃え殻及びばいじん、作業環境 

再委託項目 ダイオキシン類、油種の特定 
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2. 調査方法 

 

(1) 解析業務 

調査結果の解析として、分析結果より仮置土および埋立地点土壌の有害物質による

汚染状況について考察した。また、ドラム缶付着物について、ダイオキシン類の異性

体分布を解析し、ドラム缶内容物の考察を行った。 

以上より、現況についての考察を行い、課題を整理し、今後の調査・対策について

提案した。 
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3. 考察 
 

(1) 土壌調査 

仮置土は、土壌汚染対策法が定める要措置区域の指定に係る基準、ダイオキシン類によ

る土壌の汚染に係る環境基準について、基準値の超過はなかった。油分は 150 mg/kg 検出

され、油臭はやっと感知できるにおいが確認された。 

埋設地点土壌は、ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準について基準値の超

過はなかったが、土壌汚染対策法が定める要措置区域の指定に係る基準について、砒素及

びその化合物(0.013 mg/L)、ふっ素及びその化合物(1.8mg/L)が基準値を超過して検出され

た。油分は定量下限値未満であり、油臭はやっと感知できるにおいが確認された。 

 

① 砒素及びその化合物 

 埋設地点土壌について、砒素及びその化合物の土壌溶出量結果は、0.013mg/L(基準

値 ≦0.01 mg/L)であった。土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライ

ン(改定第 2 版)によると、砒素は自然由来の土壌汚染と判断された事例が最も多い物

質であり、土壌溶出量結果が基準値の概ね 10 倍を超える場合に人為的原因である可能

性が比較的高くなるとされている。 

 今回検出された砒素及びその化合物の量は、基準値の 1.3 倍であることから自然由

来の土壌汚染であると推定された。 

 

② ふっ素及びその化合物 

 埋設地点土壌について、ふっ素及びその化合物の土壌溶出量結果は、1.8 mg/L(基準

値 ≦0.8 mg/L)であった。土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライ

ン(改定第 2 版)によると、ふっ素も自然由来の土壌汚染と判断された事例が多い物質

であり、土壌溶出量結果が基準値の概ね 10倍を超える場合に人為的原因である可能性

が比較的高くなるとされている。 

また、ふっ素が自然由来の土壌汚染である場合は、海水の影響であることが多い。

海水には、ふっ素と共にほう素も含まれており、海水の影響による自然由来の土壌汚

染である場合は、ほう素及びその化合物の溶出量もふっ素及びその化合物と共に高い

値を示すことが多い 1)。 

 埋設地点土壌は、ふっ素及びその化合物の量が基準値の 2.3 倍を示したが、ほう素

及びその化合物は 0.08 mg/L と低い値であった。このことから、ふっ素及びその化合

物の汚染原因は、海水の影響による自然由来の土壌汚染ではないと推定されるが、汚

染原因は不明である。 

 
 

1) 0 建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル（暫定版） 

建設工事における自然由来重金属等含有土砂への対応マニュアル検討委員会
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③ ダイオキシン類 

仮置土および埋設地点土壌に含まれるダイオキシン類濃度(52 pg-TEQ/g、140 

pg-TEQ/g)は、ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準(1000 pg-TEQ/g 以

下)、調査指標値(250 pg-TEQ/g)を下回る値ではあるが、日本国内各地の土壌のダ

イオキシン類濃度と比較すると高い値を示している(添付書類 平成 23 年度 ダイ

オキシン類に係る環境調査結果 参照)。 

日本におけるダイオキシン類の主要な発生源としては、ゴミ焼却、PCB 製造、PCP

や CNP などの農薬の使用が知られており、ダイオキシン類の異性体分布を解析する

ことで主要な発生源の特定が行われている。 

仮置土および埋設地点土壌のダイオキシン類の異性体は、OCDD の含有量が多いこ

とが確認された(図 3-1)。これは、PCP(ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ)の同族体分布 2)と類似してい

る。このことから、仮置土および埋設地点土壌のダイオキシン類は、PCP 由来のダ

イオキシン類であることが推定される。 

 

PCP(ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ)・ナトリウム塩 

登録：1955 年 4月 6日(殺菌剤)、1957 年 3 月 30 日(除草剤)。他にカルシウム塩、

バリウム塩、銅塩があるが、前二者の登録はすでに失効している。 

用途：殺菌剤。除草剤。シロアリ駆除剤。木材防腐剤。 

毒性：劇毒区分-劇物(1%以下は指定なし)。魚毒性-水質汚濁性農薬。日本で製造

された PCP 中には、1.9～720ppm のダイオキシン類が検出されている。 

環境汚染：1986 年に公表された水田土壌の分析結果によれば、PCP に由来すると

思われる OCDD が 1.7～130ppb 検出された。 

(農薬毒性の辞典 3)より抜粋) 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) Shigeki Masunaga, Takumi Takasuga, and Junko Nakanishi 

Dioxin and dioxin-like PCB impurities in some Japanease agrochemical formulations 

Chemosphere 44[4] 873-885(2001) 

3) 農薬毒性の辞典 

植村振作・河村宏・辻万千子・冨田重行・前田静夫 
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図 3-1 埋設地点土壌の異性体分布 
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(2) ドラム缶付着物調査 

ドラム缶付着物からは、主として C12～C28 を含む TPH が 180～93000 mg/kg 検出され

た。ダイオキシン類は 62～1100 pg-TEQ/g 検出された。2,4,5-ﾄﾘｸﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸(2,4,5-T)

は 0.5～6.5 mg/kg 検出された。2,4-ｼﾞｸﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸(2,4-D)および PCB は定量下限値未

満であった。 

ドラム缶付着物(水)は、ダイオキシン類が 28 pg-TEQ/L 検出された。2,4,5-T は 0.087 

mg/L 検出された。TPH、2,4-D および PCB は定量下限値未満であった。 

 

① 油種の特定 

 ドラム缶付着物について、GC-FID 法により TPH 濃度を測定したところ、C12～C28

の軽油の炭素範囲の濃度が高かった。このことから、ドラム缶には、灯油や軽油ま

たは A重油が含まれていたことが推定された。 

 

② 2,4-D、2,4,5-T 

 ドラム缶付着物から、2,4,5-T が検出された。このことから、ドラム缶には、

2,4,5-T が含まれていたことが推定された。  

 

2,4,5-T(2,4,5-ﾄﾘｸﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸) 

登録：1964 年 9 月 9 日 失効：1975 年 4 月 17 日 

用途：除草剤。ﾌｪﾉｷｼ系の薬剤で造林地で、広葉雑草やかん木を枯らすのに用い

られた。アメリカ軍は、ベトナム戦争の際、枯葉剤として 2,4,5-T と 2,4-D の混

合剤「オレンジ」剤をジャングルなどに散布した。 

毒性：劇毒区分-登録当初は指定なしであったが。1971 年に劇物となる。魚毒性

-B 類。2,4,5-ﾄﾘｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙを原料として製造するため、猛毒物質 2,3,7,8-TeCDD

を含有する。 

環境汚染：国有林で 2,4,5-T 系除草剤散布は、1968～1970 年にかけて実施された

が、全林野労組の枯殺剤反対闘争の結果、1971 年 4 月、林野庁は 2,4,5-T 剤の使

用中止を決めた。 

(農薬毒性の辞典 3)より抜粋) 

 

 

 

 

 

3) 農薬毒性の辞典 

植村振作・河村宏・辻万千子・冨田重行・前田静夫 
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③ ダイオキシン類 

ドラム缶付着物に含まれるダイオキシン類濃度は、62～1100 pg-TEQ/g および 28 

pg-TEQ/L(水)の値を示した。 

ドラム缶付着物について、ダイオキシン類の異性体は以下のようなパターンが確認

された。 

1) OCDD の含有量が多いものが確認された(図 3-2)。 

2) 2,3,7,8-TeCDD の含有量が多いものが確認された(図 3-3)。 

3) 2,3’,4,4’,5-PeCB(#118)の含有量が多いものが確認された(図 3-4)。 

4) 上記 3種類のすべてのパターンを含むものが確認された(図 3-5)。 

 

 OCDD は、過去に農薬で使用されていた PCPに高い濃度で含有されていたことが知

られている。また、2,3,7,8-TeCDD は、過去に農薬で使用されていた 2,4,5-T に高

い濃度で含有されていたことが知られている。また、2,3’,4,4’,5-PeCB(#118)は、

過去に絶縁油で使用されていたポリ塩化ビフェニル(PCB) に高い濃度で含有されて

いたことが知られている。このことから、ドラム缶付着物のダイオキシン類は、PCP

由来のダイオキシン類、2,4,5-T 由来のダイオキシン類および PCB 由来のダイオキ

シン類が混入していることが推定される。 

なお、その他の物質由来のダイオキシン類が混入しているかは不明である。 

ドラム缶付着物(水)に含まれるダイオキシン類濃度は、28 pg-TEQ/L であった。

ダイオキシン類は、土壌粒子やフミン質等に吸着して水に混入する場合が多いこと

が知られており、水のダイオキシン類濃度は、それらの混入に大きく影響される。 

ドラム缶付着物(水)は、分析に供した試料中に土壌粒子を混入していた。このこ

とから、ドラム缶付着物(水)に含まれるダイオキシン類は、試料に混入していた土

壌粒子に由来するダイオキシン類の可能性がある。 
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図 3-2 ドラム缶付着物 No.4 の異性体分布 
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図 3-3 ドラム缶付着物 No.6 の異性体分布 
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図 3-4 ドラム缶付着物 No.8 の異性体分布 
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図 3-5 ドラム缶付着物 No.16 の異性体分布 
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(3) PCB(ポリ塩化ビフェニル) 

ドラム缶付着物の PCB は、すべて定量下限値未満(50 mg/kg 未満)であった。 

一方で、ダイオキシン類の分析結果から、ドラム缶付着物には、ダイオキシン様

PCB(コプラナーPCB)が含まれていることがわかった。特に 2,3’,4,4’,5-PeCB(#118)

は、11,000～230,000 pg/g (0.011～0.23 mg/kg)検出された。 

PCB は過去に絶縁油で使用されており、その PCB 中には#118 が 0.4～10％程度含まれ

ていた 4)。 

ドラム缶付着物 No.8 において、ドラム缶付着物中の#118 が PCB 由来で、その濃度

を PCB 濃度の 10％であると仮定すると、ドラム缶付着物 No.8 (＃118 : 0.23 mg/kg)

には、PCB が 2.3 mg/kg 含まれていると計算される。 

このことから、ドラム缶付着物には、「低濃度 PCB 含有廃棄物に関する測定方法(第 1

版)」の定量下限値 50mg/kg 未満ではあるが、PCB が含まれていると推定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 高菅 卓三, 井上 毅, 大井 悦雅 

各種クリーンアップ法と HRGC/HRMS を用いたポリ塩化ビフェニル(PCBs)の全異性体詳

細分析方法 

環境化学, Vol.5, No.3, pp.647-675, 1995 

17



(4) まとめ 

① 仮置土および埋設地点土壌 

土壌調査の結果から、埋設地点の土壌について、土壌汚染対策法が定める要措置区

域の指定に係る基準について、砒素及びその化合物(0.013 mg/L)、ふっ素及びその化

合物(1.8 mg/L)が基準値を超過して検出された。砒素及びその化合物による汚染の原

因は、自然由来であることが推定された。ふっ素及びその化合物の汚染原因は、海水

の影響による自然由来の土壌汚染ではないと推定されたが、汚染原因は不明である。 

仮置土および埋設地点土壌に含まれるダイオキシン類濃度は、ダイオキシン類によ

る土壌の汚染に係る環境基準および調査指標値を下回る量ではあるが、日本国内各地

の土壌のダイオキシン類濃度と比較すると高い値を示した。仮置土および埋設地点土

壌に含まれるダイオキシン類は、ダイオキシン類の異性体分布から、PCP 由来であるこ

とが推定される。 

② ドラム缶付着物 

ドラム缶付着物調査の結果から、ドラム缶付着物より油類、2,4,5-T およびダイオキ

シン類が確認された。また、ダイオキシン類の異性体分布から、PCP、PCB の存在も推

定された。したがって、埋設されたドラム缶には、油類(灯油や軽油または A 重油)、

2,4,5-T、PCP、PCB が単体あるいは混合された状態で含まれていたと推定される。 

なお、その他の物質が混入していたかは不明である。 
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4．提案 

(1) 土壌汚染対策 

調査対象地では、土壌汚染対策法が定める要措置区域の指定に係る基準について、砒素

及びその化合物、ふっ素及びその化合物が基準値を超過し、土壌汚染が確認された。した

がって、土壌汚染対策法に則り「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドラ

イン(改定第 2 版)」にしたがい、土壌汚染調査および措置を実施することを提案する。 

 
(2) 埋設ドラム缶対策 

調査対象地には、現在複数のドラム缶が埋設されていることが確認されている。また、

これらのドラム缶も今回調査されたドラム缶と同様に、油類、ダイオキシン類、2,4,5-ﾄﾘｸ

ﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸(2,4,5-T)あるいは PCP といった農薬類に汚染されている可能性があり、早急

に撤去することが望ましい。埋設ドラム缶を撤去する際には、作業中に新たに埋設ドラム

缶が発見されることも考えられ、周辺環境への汚染拡大防止、作業者の安全確保、廃棄物

の適正な処理をおこなうために、「埋設農薬調査・掘削等マニュアル」、「建設工事で遭遇す

る廃棄物混じり土対応マニュアル」、「建設工事で遭遇するダイオキシン類汚染土壌対策マ

ニュアル」にしたがった調査・掘削・廃棄を提案する。 

  
(3) その他 

本調査では、埋設地点土壌について、砒素及びその化合物、ふっ素及びその化合物が基

準値を超過して検出され、ダイオキシン類濃度が環境基準および調査指標値を下回る量で

はあるが、日本国内各地の値と比較すると高い値を示している。ドラム缶付着物(水)につ

いては、ダイオキシン類が 28 pg-TEQ/L および 2,4,5-Tが 0.087mg/Lそれぞれ検出された。

よって、ドラム缶付着物による地下水汚染の有無を確認するため、ドラム缶埋設地周辺 4

方位に観測井を設け、地下水の流向を確認した後、地下水下流側で地下水の水質汚濁に係

る環境基準項目、ダイオキシン類および 2,4,5-T を調査することを提案する。なお、ダイ

オキシン類の調査については、「ダイオキシン類測定のための地下水の採水に係る留意事項

について(平成 12 年 環水企 231 号)」を参考に、地下水試料への土壌粒子の混入に留意し

調査することを提案する。 

本調査では、2,4,5-T が検出され、また、ダイオキシン類の異性体分布から PCP の存在

も推定された。これらは、人や環境への毒性、難分解性、高蓄積性及び人等への長期毒性

等を有することから現在、農薬取締法で販売・使用が禁止されている。農薬取締法で販売・

使用が禁止されている農薬は、27 種類あるが、2,4,5-T 以外の農薬の調査は、今回行って

いない。他の農薬による汚染の有無を確認するために、ドラム缶付着物の 2,4,5-T 以外の

農薬取締法で販売・使用が禁止された農薬の調査を提案する。 

本調査では、ダイオキシン類の異性体分布の解析を行い、PCP および PCB の存在を推定

した。しかしながら、ダイオキシン類の異性体分布の解析は、高い専門性が必要であるこ

とから、ダイオキシン類の専門家もしくは研究機関等において、さらに詳細な解析を行う

ことを提案する。 

19



 
 
 
 
 
 
 

巻 末 資 料 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 
 
 
 

平 成 23 年 度 ダ イ オ キ シ ン 類 

に  係  る  環  境  調  査  結  果 

 
 
 

 

 

 

 

 

 





















 
 
 
 
 
 
 

参 考 文 献 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 















 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 









 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 





























































 
 
 
 
 
 
 

同族体組成比・異性体組成比 パターン図 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 








	1. 業務概要

	2. 調査方法 
	3. 考察

	4. 提案

	5. 巻末資料


